
ふるさと納税のさらなる活用

ふるさと納税は、地方団体が自ら財源を確保し、地域の活性化に向けた様々な政策を実現する手段とし
て重要な役割を果たす制度であり、今後、ふるさと納税を行う方の裾野を拡大し、さらなる活用を推進。

ふるさと納税の使い途を地域の実情に応じて
工夫して、事業の趣旨や内容、成果をできる
限り明確化

（例）クラウドファンディングとして、文化財の保護・修復や、
児童・生徒のための図書の購入、子どもたちへの食事
の宅配など、事業の趣旨や内容をわかりやすく示して
ふるさと納税を募集

ふるさと納税をしていただいた方との継続的な
つながり

（例）ふるさと納税を行った方に対し、政策への意見募集や
行事の案内のほか、交流会の開催などの取組を実施
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ふるさと移住交流促進プロジェクト

優良事例集の作成による横展開
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クラウドファンディング型のふるさと納税を活用した地域における起業支援

ふるさと納税をきっかけとした継続的なつながりを通じて移住・定住を推進

＜さらなる活用に向けた２つの視点＞

＜総務省による３つの支援策＞
（参考）ふるさと納税受入額の推移

（※年度内に公表予定）
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地方団体
起業家

応援したい起業家（事業）を
選択してふるさと納税

ふるさと納税を財源に補助

ふるさと起業家支援プロジェクト

 地方団体による地域の起業支援を促すとともに、ふるさと納税の仕組みを活用して地域の外から資金
を調達することによって、地域経済の好循環の拡大を図る。

 ふるさと納税を活用する事業の内容を具体的に明示して、ふるさと納税を募集することを通じて、寄附
文化の醸成を図る。

 地方団体は、クラウドファンディング型ふるさと納税を活用し、地域課題の解決に資する事業を立ち上げ
る起業家に対し、事業に共感する方からふるさと納税を募り、補助を行う。

 起業家は、寄附者を「ふるさと未来投資家」として位置付け、支援先の事業に継続して関心をもってもらうた
めの工夫を行う。具体的には、ふるさと納税の趣旨に沿った範囲内で、定期的な事業報告を行うほか、自社
製品の試供品等の送付、事業所見学への招待、起業が成功した際の新製品の贈呈等が考えられる。

 総務省は、起業家の事業立ち上げの初期投資に要する経費について、地方団体がふるさと納税を財
源に補助する金額を超えない範囲で行う補助等に対して特別交付税措置により支援。

寄附者

（例）定期的な事業報告を行うほか、自社製品の試供品等の送付、
事業所見学への招待、起業が成功した際の新製品の贈呈等

ふるさと納税を財源に補助する金額を
超えない範囲で地方団体が上乗せ補助

目的

概要

特別交付税措置（総務省）イメージ図

支援先の事業に継続して関心をもってもらうための工夫

※上記の実施内容については、起業家の創意工夫に委ね、事業内容の魅力とともに競い合っていただく。

（ふるさと未来投資家）

２



ふるさと移住交流促進プロジェクト

地方団体
応援したい事業を選択してふるさと納税

寄附者

（例）・事業報告、広報誌送付
・ふるさと未来投資家のリストの作成
（証書発行、公共施設利用等）

・ホームカミングデー（ふるさと未来投資家が
一堂に会し、まちづくりの意見交換）への招待

寄附者をはじめと
した移住希望者

ふるさと納税を活用した移住交流促進事業

もっと応援
したい

移住・定住対策の取組

 過疎地域等をはじめとする地方圏では、著しい高齢化や人口流出に伴い、地域づくりの担い手不足
の課題に直面しており、ふるさと納税の仕組みを活用して移住交流を推進。

 ふるさと納税を活用する事業の内容を具体的に明示して、ふるさと納税を募集することを通じて、寄
附文化の醸成を図る。

 地方団体は、クラウドファンディング型ふるさと納税を活用し、事業に共感する方からふるさと納税を
募り、移住交流促進事業を実施。

 寄附者は移住などに一定の関心を持っている者であると考えられるため、地方団体は、寄附者を
「ふるさと未来投資家」として位置付け、ふるさと納税をきっかけとした継続的なつながりを持つ取組を
行うとともに、さらに寄附者をはじめとした移住希望者に対して移住・定住対策事業を展開。

 総務省は、地方団体の移住・定住対策の取組に対する特別交付税措置等により支援。

目的

概要

（例）・空き家や古民家の再生による移住
者向け住宅等の整備
・新規就業者・新規就農者のための
環境整備

特別交付税措置（総務省）モデル団体を対象に財政支援（総務省）
※H30概算要求において新規要求

（例）・情報発信 ・移住体験 ・就職支援
・住居支援 ・移住者等への支援

継続的なつながりを持つ取組

イメージ図

（ふるさと未来投資家）
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